
福島原発事故12年
2023年1月26日

日本学術会議原子力総合シンポジウムで
上智大学文学部新聞学科奥山俊宏



私からのお話の内容

•奥山自己紹介（この４０年の原子力の発電量の推
移についても）

•原子力発電についての世論（多くの人たちの思
い）の動向

•福島事故の責任の明確化はやはり必要なのでは
•福島事故の真相究明・教訓汲み取り・対策への反
映は今も不十分（特にソフト面、人的要素）



奥山俊宏自己紹介
•バブル絶頂の平成元(1989)年に東京大学工学部原子
力工学科を卒業して、朝日新聞の記者になる。

•朝日新聞では水戸支局、福島支局、社会部、特別報
道部など。司法、金融、事件、調査報道など担当

•記者生活後半の20年は主に調査報道チーム。福島原
発事故の取材も。

•著書『秘密解除ロッキード事件』で2018年に司馬遼
太郎賞、日本記者クラブ賞

• 2022年4月、上智大学文学部新聞学科に





環境省の除染廃
棄物中間貯蔵施
設で、福島第一
原発の建屋群を
見ながら担当官
から話を聞くゼ
ミ生たち
＝2022年9月22
日、福島県双葉
郡大熊町夫沢南
台で
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原子力の発電量の推移（1982～98年）
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資源エネルギー庁、「令和2年度エ
ネルギーに関する年次報告（エネル
ギー白書2021）」134頁から抜粋
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原子力の発電量の推移（1998年以降）
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日本の原子力は
• ２０１１年の福島の事故の前から
• １９９８年をピークとして
• 右肩下がりの傾向にあった。

• コンプライアンス（事業者に対する社会からの期待・要請）の
水準が上がってきたのに、それに適合できなかったこと、

• 地震多発時代（１９９３年以降）に入ったのに、それに適合で
きなかったこと（基準地震動を上回る揺れを各地の原発でしば
しば観測）が

• その右肩下がりの原因。

• 福島の事故は、実は、上記２つの不適合の結果でもある、とい
えるのではないか。



原子力発電についての世論（多く
の人たちの思い）の動向



読売新聞全国世論調査
• 経済産業省は、現在は最長６０年とされている原子力発電所の
運転期間の延長を認めるとともに、廃炉が決まった原発の建て
替えを進める計画案を示しました。この計画案に、賛成ですか、
反対ですか。（１２月２～４日、ＲＤＤ◎方式で１０６９人が回答）

•賛成 ５１
•反対 ４０
•答えない ９

（読売新聞朝刊、2022年12月5日、「内閣支持39％ 本社全国世論調査結果」）



ＮＨＫ世論調査
• 経済産業省が、従来の方針を転換し原子力発電所の運転期間の
実質的な延長や、次世代型の原子力発電所の開発や建設を進め
る行動指針を示したことについての賛否を尋ねたところ…（１２月
９～１１日、ＲＤＤ方式で１２３４人が回答）

•賛成 ４５
•反対 ３７
•答えない １８

（ＮＨＫ、2022年12月13日、「原発運転期間延長などの指針賛成45％反対37％ NHK世論調査」。
https://www3.nhk.or.jp/news/html/20221213/k10013921151000.html）

https://www3.nhk.or.jp/news/html/20221213/k10013921151000.html


ＪＮＮ世論調査
• 政府が原発政策をめぐり従来の方針を転換し、
▼原子力発電所の運転期間の実質的な延長、
▼次世代型の原発への建て替え
などを含む新たな方針を決めたことについて…
（ＲＤＤ方式で１２２５人が回答）

•賛成 ４６
•反対 ４０

（ＴＢＳテレビ、2023年1月9日、「原発政策の大転換「賛成」46%「反対」40% JNN世論調査」。
https://newsdig.tbs.co.jp/articles/-/265801?display=1）

https://newsdig.tbs.co.jp/articles/-/265801?display=1


日経新聞 郵送による世論調査
• 日本のエネルギー政策について、10年後、どの発電方式を主力電源と
すべきだと思いますか。3つ選んでください。まるがっこ内は2021年の
調査

•再生可能エネルギー 88%（90％）
•水素・アンモニア 46% （49％）
•液化天然ガス（LNG） 39% （43％）
•原子力 39% （28％）
•石油 14% （14％）
•石炭 5% （ 4％）

https://www.nikkei.com/article/DGXZQOCA275490X21C22A2000000/

https://www.nikkei.com/article/DGXZQOCA275490X21C22A2000000/


日本原子力文化財団、2022年3月、2021年度原子力に関する世論調査。 https://www.jaero.or.jp/data/01jigyou/tyousakenkyu2021.html

https://www.jaero.or.jp/data/01jigyou/tyousakenkyu2021.html
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原子力発電についての世論（多くの人た
ちの思い）の動向
•世論調査の結果を見ると、国論二分の傾向は続い
ているものの、建て替えや運転延長に賛成する人
が多数派、かつ「徐々に廃止していくべきだ」と
いう人も多数派。

•民主的な手続きで選ばれた政府と国会が何らか結
論を出すべきイシューだが、12年近くも宙ぶら
りん状態が続いている。



原子力発電についての世論（多くの人た
ちの思い）の動向
•原発を稼働し、その恩恵を社会に還元したいとの
思い（←営業の自由←職業選択の自由）

V.S.
•原発や放射性物質から少しでも離れて暮らしたい
との思い（←人格権）

• の対立があり、それぞれの思いは、個々人の自由・人権（個々
人の人生観や哲学、内心、良心の問題）に関わるから、多数決
で結論を出すのには馴染まない側面がある。すなわち、結論を
出す際に力で押し切るべきではない側面がある（躊躇や逡巡が
あるのも仕方ない側面がある）。



原子力発電についての世論（多くの人た
ちの思い）の動向
•規制基準適合性（前述の相反するアンビバレントな「思
い」を調整した結果としての一定の安全性、そうした基準を確
保できているかどうか）については、

•多数決で決めるべき問題ではなく、
独立した原子力規制委員会が
客観的事実に基づいて審査し、

•最終的には裁判所による司法審査に服する。



福島事故の責任の明確化はやはり
必要なのでは



福島事故の責任の明確化はやはり必要な
のでは
•金融破綻の損失穴埋めスキームと福島事故の損害
賠償スキームはほぼ同一。

•破綻金融機関も東京電力も、政府の信用を裏付け
とする公的資金を投入。

•モラルハザードを防止し、また、国民の納得を得
るため、前者では、旧経営陣に私財の拠出を求め、
さらに、民事・刑事の経営責任を国策として追及
（裁判官も預金保険機構に出向）

•後者では…



金融破綻に伴って逮捕された金融機関の役職員経験者

•1995（平成7）年から2003（平
成15）年までの9年間に、

•37の金融機関の現旧の役職員の
うち134人を逮捕。
うち107人が役員経験者、うち44人がトップ経験者だっ

た。134人のうち87人が起訴された。日本長期信用銀行、
日本債券信用銀行、福徳銀行の事件で無罪判決が確定し、
東京協和信用組合の事件は被告人死亡で公訴棄却になった
が、それ以外の多くの事件で有罪が確定した。

•15人は実刑となった。







なぜ民事と刑事で結論が異なったか？

•「科学的信頼性をもって予測される津波」に対す
る「最低限のいわば弥縫策」

を義務づけた東京地裁民事8部
•そのような津波であっても
「具体的な根拠を伴う現実性のある想定」がなけ
れば
「事象にすべて対応を完遂できるような対策」は

義務づけられないとする東京高裁10刑事部



福島事故の責任の明確化はやはり必要な
のでは
• 福島事故では10兆円超の公的資金が損失穴埋めに投入される一
方、逮捕者ゼロ。

• 元社長らに13兆円の賠償を命ずる株主代表訴訟一審判決。元社
長らを無罪とする刑事二審判決。いずれも未確定。

• 責任追及がないと、電力経営者がモラルハザード（事故が起き
てもその面倒は保険によって見てもらえるから何とかなるとの
心理状態）に陥るおそれがあるのでは？

• 責任追及がないと、多くの国民の間に納得し難さ（納得したく
ても納得できない思い）が残るのでは？



福島事故の真相究明・教訓汲み取
り・対策への反映は今も不十分
（特にソフト面、人的要素）



福島事故の真相究明・教訓汲み取りは今
も不十分
• 事故の発生や拡大の要因に関わる重要な事実関係について、当
事者である東京電力から自発的に明らかにされるのではなく、
外部の調査によって明らかにされる事例が多数存在している。

• しかも、事故発生から４年から６年以上も後になって初めて明
らかにされた事例が複数ある。

• 重要なのに未だはっきりしない事項が現在も残っている。
• それらについては教訓が十分に汲み取られたとは言えないので
はないか。



たとえば…
• 1号機の中央制御室で運転員や当直副主任は、
2011年3月11日午後3時36分の全交流電源喪失の直後に
1号機非常用復水器の停止を知っていたのに、

•同じ中央制御室にいた当直長や当直主任にその認識が
伝わらなかった

•という事実が明らかにされたのは事故発生4年あまり後
の2015年、

•新潟県の求めに応じて東京電力が追加聞き取り調査を
行ったから。

•なぜ、さして広くない中央制御室内で、そんなコミュ
ニケーション不全が発生したのか、その事情は今もよ
く分からない。



たとえば…
•東京電力の土木調査グループの専門家が一致して2008
年以降、

•耐震設計審査指針に基づく国の規制に適合するために
は福島第一原発の津波対策を抜本的に強化する必要性
があると認識し（一貫してその認識を維持し）、

•対策工を提案したり、部門横断検討会議の設置を提案
したりしたものの、いずれも退けられた

•という事実が明るみの下に出たのは2018年以降、刑事
裁判で証人尋問が行われたり証拠が開示されたりした
から



たとえば、民間事故調最終報告書
で示された教訓、生かされている
のだろうか？疑問



民間事故調最終報告書で示した教訓(1)

•現場の技術判断を正当な理由なく経営
判断で却下してはならない。

•この点について今も教訓が十分に汲み
取られておらず、そのため対策も十分
ではない現状にある。



民間事故調最終報告書で示した教訓(2)
•安全機器や事故対処手段をできるだけ多
種・多様に準備し、また、事故の確率論
的リスクを低減させるべく、費用対効果
の高い工夫を貪欲に追求するべき

•この点は、福島原発事故の大きな教訓の
一つとしてみんなで共有

•しかしなおも現状、「基準に適合すれば
いい」ということで事足れりとするかの
ような決定論的・硬直的な対応が随所に



民間事故調最終報告書で示した教訓(3)

•歯に衣着せぬ自由闊達な議論を避けて、
腹を探り合いながら落としどころを根回
ししていくスタイルのコミュニケーショ
ンを良しとする上意下達、面従腹背の風
土・体質が事故の背景に

•教訓として十分には汲み取られていない。
そのため、それを是正するための具体的
な対応が十分には採られていない現状
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